
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：20－046） 

 

１ パラオのスランゲル・ウィップス・Jr大統領は、「新型コロナに関し安全

な国々との国境開放を、管理された環境下で安全な方法によって目指す」と強

調しているが、同国政府観光局は、パラオで新型コロナが発生した際の観光客

への対応等を定めた安全認証プログラム「Safe for you」に関するワークショ

ップを開催する。対象は、宿泊業、レストラン、ツアー・オペレーター等で、

緊急時対応計画の開発や、衛生、ソーシャル・ディスタンス及び保護具使用な

どの措置を適切に実施できるよう各部門に応じて設計されている。同大統領は

台湾との旅行バブルを3月末までに開始できるよう推進しているところ。 

原文 

（12th February 2021, Island Times） 

 

２ PIFからの脱退について、マーシャル諸島（RMI）政府関係者からは、PIF

を重要な組織としてみておらず、関心が低い様子もみられるが、RMI、キリバ

ス及びナウルの南太平洋大学（USP）メンバーとしての影響、フォーラム漁業

機関（FFA）に深く関わってきたミクロネシア地域5か国の今後の関与への影響、

RMI出身である現PIF副事務局長のポストの問題、といった疑問もある。デービ

ット・カブア同国大統領は、「脱退は太平洋における価値観（Pacific way）や

地域主義（regionalism）といった原理（principle）に基づくもので、感情

(emotion)的に対応した結果ではない。」と述べている。 

原文 

（12th February 2021, Marshall Islands Journal） 

 

【論説】 

３ 太平洋諸島フォーラム（PIF）を長年支援してきた日米豪NZは、PIFからの

ミクロネシア地域5か国の脱退が、中国による太平洋島嶼国への経済支援とプ

レゼンス・影響力の増大へのきっかけとなることを恐れている。日本の大学の

国際関係の専門家は、米国、日本等は新型コロナによる経済的大打撃を受けた

太平洋島嶼国の差し迫った資金需要に対する追加の資金提供と長期的な支援を

約束する必要があると語った。 

原文 

（11th February 2021, Deutsche Welle） 

 

４ （※太平洋共同体（SPC）の元事務局長でニウエ出身の）Colin Tukuitonga

氏は、太平洋諸島フォーラム（PIF）の会員資格、事務局長選出等に関する規

則や運営方法を改革（Reform）することは、ミクロネシア5カ国のPIF離脱問題

https://islandtimes.org/bot-aims-to-train-200-for-pandemic-safe-operation/
https://www.dw.com/en/pacific-islands-alliance-how-china-is-using-rifts-to-its-advantage/a-56534870


に対する現実的な解決策になるとして、「ミクロネシア、メラネシア、ポリネ

シアの3つのサブリージョンのグループ化を強化し、サブリージョンの3つの長

に同等の権限と影響力を持たせる」提案をしている。一方、（ミクロネシアが

主張した）「紳士協定」による事務局長選出については、過去に行われていた

が、もはや時代遅れで、もっと明確な基準や透明性が必要だと述べている。 

原文 

（10th February 2021, Fiji Times） 

 

５ Middle East Navigation Aids Service（MENAS）は、Inchicape Shipping 

ServiceがMENASの管理する58の灯台、浮標等の航行援助施設の維持・更新費用

を船主から徴収することに関する協力協定を締結した。MENASと連携するその

他の全ての船舶代理店に対し、同費用の徴収手続きと説明責任に関する形式を

整え、標準化する第一歩となるもの。 

原文 

（8th February 2021, Maritime Executive） 

 

  

https://www.fijitimes.com/reform-seen-as-solution-for-split-pacific-forum/
https://maritime-executive.com/corporate/menas-and-inchcape-reach-strategic-agreement-for-middle-east-nav-dues


 

 


